
◎一般会計補正予算（第１０号） （単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

1 福祉課 3.1.1 444,970 444,970 0

2 教育総務課 3.2.1 176 176 0

3 子育て支援課 3.2.2 20,512 20,512 0

465,658 465,658 0 0 0 0

〇繰越明許費（追加） （単位：千円）

番
号

担 当 課 費目

1 福祉課 3.1.1

2 教育総務課 3.2.1

3 子育て支援課 3.2.2

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業 年度内に完了することが困難なため。

放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業補助金 年度内に完了することが困難なため。

保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業 年度内に完了することが困難なため。

放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業補助金

保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業

計

事  業  名 繰越理由

番
号

担 当 課

境　港　市　　　令 和 ３ 年 度 １月 補 正 予 算

　一般会計補正予算（第１０号）　　［令和４年１月１９日議案提出］

費目 事    業    名 査 定 額

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業

会　計　区　分　等 補　正　額

一般会計補正予算（第１０号） ４億６，５６５万８千円

Ａ 補正前の予算額 ２０８億８，８６９万　　円

Ｂ 補正額 ４億６，５６５万８千円

Ｃ 補正後の予算額（Ａ＋Ｂ） ２１３億５，４３４万８千円
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◎一般会計補正予算（第10号）

[単位：千円]

【新規】 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.1.1 補正額 444,970 444,970 0

金額 ◇説明

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、特に影響を受けやすい

　住民税非課税世帯等を経済的に支援するため、１世帯あたり10万円を給付する。

◇制度概要

　（１）対象世帯

　　①住民税非課税世帯

　　　令和３年12月10日時点において境港市に住民登録があり、世帯全員の令和

　　　３年度分の住民税均等割が非課税である世帯（住民税が課税されている者

　　　の被扶養親族等からなる世帯を除く）

　　②家計急変世帯

　　　給付金申請時において境港市に住民登録があり、新型コロナウイルス感染
　　　症の影響を受けて収入が減少し、令和３年度分の住民税均等割が課されて

　　　いる世帯員全員の年収見込額が住民税均等割非課税水準以下であると認め

　　　られる世帯

　（２）支給方法

    ①住民税非課税世帯（プッシュ型）

　　　対象世帯を抽出し、支給案内と確認書を送付、支給要件と支給口座につい

　　　て確認してもらい、確認書の返送があった世帯から随時振込を行う。

　　　※住民税非課税世帯のうち、境港市で課税状況を把握できない世帯（令和

　　　　３年１月２日以降に転入した世帯等）については申請型で対応。

　　②家計急変世帯（申請型）

　　　市報や市HPで周知を行い、対象世帯から申請書を受付、申請者の支給要件

　　　について確認し、支給決定の後に申請口座に振込を行う。

◇今後のスケジュール

　令和４年３月上旬　給付金振込を開始

◇補正内容

◇財源 国庫補助金　10/10

◇繰越明許費を設定する。

19 扶助費 435,400

　（単位：千円）

12 委託料 1,760

13
使用料及び
賃借料

520

10 需用費 519

11 役務費 1,746

4 共済費 336

8 旅費 154

節別内訳

1 報酬 3,474

3 職員手当等 1,061

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

福祉課

項　目 金　額

報　　　酬 3,474

職員手当等 178

共　済　費 336

旅費（通勤手当） 154

職員手当等 883 職員の時間外手当

需　用　費 519 事務用品等

役　務　費 1,746 通信運搬費（郵送料、電話代）、振込手数料

委　託　料 1,760 システム改修委託料

賃　借　料 520 賃借料（ＰＣ、プリンター等）

事 務 費 計 9,570

給付金＠100,000円×4,354世帯

合　　　計 444,970

内　　　　容

会計年度任用職員人件費
（１号月額）2人(8か月分)
（１号時間額）20時間/週×2人(8か月)

扶　助　費 435,400 対象人数の算出…
①対象見込の住民税均等割非課税世帯 4,154世帯
②家計急変世帯200世帯（見込）
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【新規】 放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業補助金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.2.1 補正額 176 176 0

金額

（次の事業と合わせて説明）

【新規】 保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.2.2 補正額 20,512 20,512 0

金額 ◇説明

　新型コロナウイルス感染症への対応と少子高齢化への対応が重なる最前線

において働く、保育士・幼稚園教諭等及び放課後児童支援員等の処遇改善の

ため、賃金改善を行う民間施設に対し、令和４年２月から９月までの間、

賃金等を３％程度（月額9,000円）引き上げるための費用を助成する。

◇補助概要（国制度）

（１）対象施設

　賃金改善を行う特定教育・保育施設、特定地域型保育事業所、特例保育を

　実施する施設及び放課後児童クラブ

　※賃上げ効果が令和４年９月以降も継続されることを前提とする

（２）基準額

　①放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業

　　・11,000円×賃金改善対象者数×事業実施月数

　②保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業

　　・賃金改善部分

　　　　国が定める補助基準額×年齢別平均利用児童数×事業実施月数

　　・国家公務員給与改定対応部分

　　　　国が定める補助基準額×年齢別平均利用児童数×事業実施月数

　③実施円滑化事業（事業実施に必要な市の事務費に対する助成）

　　・市　１自治体あたり500,000円

◇今後のスケジュール

２月 施設等からの申請受付

２月下旬 施設等への交付（２、３月分）

◇補正内容

◇財源 国庫補助金10/10

◇繰越明許費を設定する。

　　（単位：千円）

10 需用費 203

18
負担金補助
及び交付金

20,012

4 共済費 39

8 旅費 10

項目 事業費

子育て支援課

節別内訳

1 報酬 248

節別内訳

18
負担金補助
及び交付金

176

事業名

担当課 費　目

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

教育総務課

費　目 項　目 補正額

3.2.1 補助金 176 夕日ヶ丘学童クラブ（2月～9月分）

 4,111千円(2月～3月分）

15,901千円(4月～9月分)

20,188

報　酬 248

共済費 39

旅　費 10

需用費 203 事務用品等

500

会計年度任用職員人件費
（１号月額）１人（２か月分）

対 象 事 業 内　　　　　容

放課後児童支援員等

保育士・幼稚園教諭等 補助金 20,012 私立12園　3.2.2

3.2.2

補助金　計

事務費　計

実施円滑化事業
（事務費）
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